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(1)序

憲法改正問題については、次の3点を検討する必要がある。

①憲法改正手続法の課題

②憲法改正問題と議論の焦点

③憲法問題対策センターの活動と課題

（2）憲法改正手続法の課題

①2007（平成19）年5月、安倍内閣の下で憲法改正手続法が成立した。

②日弁連、東京弁護士会を始めとする各地の弁護士会は、さまざまな取り組みを通じて、法案

の問題点を指摘して、重大な懸念を表明し、また参議院の日本国憲法に関する調査特別委員会

においても、以下の点を含む18項目にも及ぶ付帯決議がなされておし｣、憲法改正のための手

続きを定めるきわめて重要な法案を拙速に成立させたという批判は免れないところである。

ア）改正案の発議は内容において関連する事項ごとに区分して行われることになっている

が、内容に関する関連性の半|｣断墓準を明確化すること

イ）国民投票運動に萎縮効果を与える規制の'|亘重な運用を求め、規制の明確化を図ること

ウ）最低投票率制度の意義・是非を検討すること

③施行延期を求める日弁連会長声明にもかかわらず、憲法改正手続法は、2010（平成22）年

5月18日から施行された。同法は、附則3条において、投票年齢の問題に関し、「この法律が

施行されるまでの間に、年齢満18年以上満20年未満の者が国政選挙に参加することができ

ること等となるよう、選挙権を有する者の年齢を定める公職選挙法、成年年齢を定める民法そ

の他の法令の規定について検討を加え、必要な法制上の措置を講ずるものとする」とし、附則

11条において、公務員の政治的行為に対する制限に関し、「この法律が施行されるまでの間に、

公務員が国民投票に際して行う憲法改正に関する賛否の勧誘その他意見の表明が制限されるこ

ととならないよう、公務員の政治的行為の制限について定める国家公務員法、地方公務員法そ

の他の法令の規定について検討を加え、必要な法制上の措置を講ずるものとする」としている。

しかし、選挙権を有する者の年齢、成年年齢、公務員の政治的行為に対する制限のいずれにつ

いても、いまだ必要な措置が講じられていない。早急に同法の問題点について検討を重ね、是

正すべき点を主張していく必要がある。

(3)憲法改正問題と議論の焦点

①憲法改正問題については、2007（平成19）年9月の安倍内閣の退陣により、当面の政治課

題としては一旦背後に退き､2009(平成21)年8月の衆議院選挙において民主党が勝利して、
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